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論文内容の要旨

（1）本稿の主要な目的
本稿の主要なテーマである権利擁護について，社会福祉の分野では頻繁に耳にするようになった．特に社会福祉基礎構造改革以降，あらゆる制度・政策の基本理念に権利擁護が盛り込まれるようになった．例えば社会福祉法改正にて創設された「地域福祉権利擁護事業（現日常生活自立支援事業）」は，事業名に権利擁護が使われている．また，わが国のソーシャルワーカー国家資格である社会福祉士の国家試験科目に「権利擁護と成年後見制度」があることからも，社会福祉分野で権利擁護が，いわば外せないキーワードとして定着している．
その一方でそのものを説明する理論が確立されているかというと，そう言い切れない面もある．権利擁護をめぐって，その言葉だけが安易に使用されている現状や，そもそも何の権利を擁護するのかについての混乱も見られる．本稿では，社会福祉学の観点から権利擁護を本質的に問い直し，現時点で用いられている権利擁護を改めて定義化することを目的とする．その狙いはソーシャルワーカーである社会福祉士が実践の拠り所として，また理論的武器にまで権利擁護の概念を昇華させ，実践に活用することにある．
この研究では，社会福祉士をソーシャルワークの理論，価値を実践の基盤としたわが国のソーシャルワーカー専門職と位置付ける．その上で主要なテーマである権利擁護を社会福祉士がいかに捉えて展開させるべきかを論じる．なお，社会福祉士固有の価値，倫理，知識，技術といった専門職を成り立たせる核にあたる部分を専門性とし，その核を実践においてどのような立場，環境から，いかに活用しているのか，以上のような特徴を指すものを専門職性とする．その上で社会福祉士の専門性とは何かを探求する．また，社会福祉士による権利擁護を考えるにあたって，それが語られてきた社会福祉の歴史を概観する．その理由は，擁護されるべき権利がどのように立ち現れて現在の社会福祉の実践場面に反映されているのか，その背景を理解しないままでは，再定義化を試みることは不可能だからである．また歴史を概観する作業には，わが国特有の傾向を把握する面もある．これには社会福祉関連諸施策の歴史的展開を踏まえた検討が必要である．その上で社会福祉士が権利をいかに認識して擁護しているのか，社会福祉という領域からの実践とそのあり方を問う研究でもある．
なお，本研究では具体的な権利擁護実践を抽出する場面を成年後見制度に求めた．その理由は以下の三点による．第一に成年後見制度は制度自体の目的が権利擁護そのものという認識が一般に共有されている点である．社会福祉士国家試験の科目にも「権利擁護と成年後見制度」があり，権利擁護と制度が一組になっている．だだし，概念について詳細に言及した内容は限られており，何が権利で，擁護とは具体的にどうすることなのかが明確にされないまま，短絡的に成年後見実践と同義にされている感は否めない．よって社会福祉士が擁護すべき権利とは何かという根源的，かつ避けられない問に挑まないことには，社会福祉士による権利擁護の本質は掴めないと考える．第二に専門職後見人の専門職の一つに社会福祉士が含まれており，法律職（弁護士、司法書士）と比較が可能だからである．法律職と社会福祉士の後見人としての実践を比較することで，ソーシャルワークの価値に根付いた権利擁護が抽出されると予測される．それは岡村の言う「全体性の原理」（岡村　1983）による生活全体をとらえる視点をはじめとした，ソーシャルワークの固有性が反映されているものと考えられ，具体的にどの実践場面に見られるのかを検証する．第三に社会福祉士の専門職後見人の実践には少なくとも社会福祉士が持つ意識や態度が影響していると考えられるからである．ただし，これらはやや観念的で曖昧であるゆえ，社会福祉士によっても差異が存在すると想像できる．その理由は先述したように短絡的な意味で権利擁護が使われている傾向を否定できないからである．差異の存在を考慮しつつ，実践には確かに権利擁護に通じる場面があると仮定し，それを紐解き言語化するのも本稿の目指すところである．この研究が社会福祉士の専門性を一層明確にするとともに専門性向上に寄与することを期待するものである．
　以上，本研究の背景について述べたが，再度研究目的を要約すると，社会福祉士による実践から固有性を見出し，現状の権利擁護理論を超えること，そして今後，権利擁護の専門職として社会福祉士の実践がいかにあるべきかの展望を示すということができる．
　
（2）概要
第1章では現時点で用いられている権利擁護の定義を整理した．その過程で社会福祉分野に権利擁護の概念が取り入れられるに至った背景を，戦後の労働運動，朝日訴訟，「青い芝の会」の生存権をめぐる運動から考察した．そして社会福祉基礎構造改革の時期に権利擁護が社会福祉分野には不可欠なキーワードとして定着した経緯を，介護保険制度をはじめとした契約制度の特徴から浮き彫りにした．ここにはフォーマリズムでは対応できない利用者の権利があることが明らかとなった．
アドボカシーと権利擁護の関係性を見ると，先行研究においても双方の意味の相違点について混乱が見られることから，それぞれの概念整理を行った．本稿では，アドボカシーは権利擁護を達成する「行為」と捉え，その上位概念を権利擁護とした小西の理論を採用した．そして「誰の」，「何の権利を」，「誰が」，「どのようにするのか」との要点で構成された広義の権利擁護を以下のように整理した．

「権利が侵害されている，または諦めさせられている人々の，本来得られるべき利益や自由の獲得を目指し，市民や専門家が当事者のエンパワメントを支援してニーズの充足を図ること」

　第2章では現在の社会福祉士の特徴を宮崎県社会福祉士会会員へ実施した業務実態調査の結果をもとに明らかにして，さらに社会福祉士養成課程において，権利擁護がどのように位置付けられているか，テキストを比較して論じた．そして岡村社会福祉論を批判的に検証して，社会福祉の固有性について改めて考察を試みた．
第3章では，成年後見人等としての役割について，当の社会福祉士はどのような意識を持つのか，その特徴を明らかにした．また宮崎県社会福祉士会会員，宮崎県精神保健福祉士会会員へ実施した成年後見人養成についての意識調査の結果を比較して，社会福祉士にとっての成年後見制度はいかなるものか，その認識の特徴を抽出した．
　第4章以降では専門職後見人の実践基盤としての権利擁護について考察した．具体的な実践場面から権利擁護が形作られていくプロセスを分析するために，専門職後見人（弁護士，司法書士，社会福祉士）に行ったインタビュー調査の結果から，法律職と社会福祉士の実践における相違点を把握して．権利擁護プロセスを示した．その結果，社会福祉士の実践にはソーシャルワーク要素が盛り込まれているため，身上の保護が重視された実践が法律職との相違点として確認された． 
　第5章ではこれまでの構想を踏まえて社会福祉士による権利擁護の展望について論じた．第4章までの調査や検証から，社会福祉士の実践には法的に位置付けられた権利だけではなく，その背景的権利として見られる「道徳的権利」をも擁護する傾向があることが明らかになった．そしてこの擁護する担い手が曖昧な「不完全義務」について，それを擁護する根拠を秋元は「緩やかなルール」として設定できるとした．この法制度として明文化されるまでには至っていない倫理綱領や各種規定を当てはめる「緩やかなルール」が社会福祉士の権利擁護実践には見られた．序章で暫定的に定義化した広義の権利擁護を，「行為」，「過程」，「状態」の三つの構成要素から社会福祉士による権利擁護として再定義化したものが以下である．

「権利擁護とは権利の侵害または非実現の状態にある人々の，価値をおく理由のある生を生きられる『状態』を目指すために，自由の獲得とエンパワメントを支援する『行為』と『過程』を指す」

　社会福祉士の専門性を道徳的権利を見つける先見性と先進性に求めた．つまり「未だ発見されていない権利」をすくい上げ擁護する実践である．具体例として専門職後見人として実施する「死後事務」を取り上げた．死後事務は判断能力のない被後見人の権利として当てはまるのか議論はなされていない．先の定義に照らしても「価値を置く理由のある生」には死後が含まれるのかとの疑問も残る．この点についてルートヴィヒ・A・ミネリが提唱した「自死への権利」と，上野千鶴子の再生産労働についての理論を参考に検証した結果，死後事務は被後見人の権利として擁護すべき射程に含まれる可能性があることを確認した．その理由は次の2点である．すなわち①生と死は不可分な関係であるため，生の価値を高めるには死を考慮に入れる必要がある，②人間の生命サイクルに死があり，ケアとしての介護が再生産労働として位置付けられるのならば，権利擁護の達成には再生産労働としてのケアが重要な役割を果たす，以上である．
　
（3）本研究が残した課題
　本稿で参考にした調査は宮崎県という限定的な範囲において実施したため，全体的な傾向をつかめていないと言った課題が残る．また，成年後見制度を中心に権利擁護の考察を進めたため，そのほかの制度・政策による権利擁護実践についても検証が必要である．また，社会福祉士による権利擁護を，「権利擁護とは権利の侵害または非実現の状態にある人々の，価値をおく理由のある生を生きられる『状態』を目指すために，自由の獲得とエンパワメントを支援する『行為』と『過程』を指す」としたが，この定義に基づいた実践の蓄積と評価を行い，事例研究等の形で新たに考察していくことが今後の研究課題でもあり，社会福祉士の課題でもある．


論文審査結果の要旨
１．論文の内容
　社会福祉分野で権利擁護という概念が用いられるようになった歴史的経緯を踏まえ、権利擁護の定義を整理した。次に宮崎県社会福祉士会員へのアンケート調査および、岡村社会福祉論を批判的な観点を交えて再検討し、社会福祉士の固有性について検討した。また、権利擁護と同義に扱われている成年後見制度について、社会福祉士が如何に理解しているかを調査した。さらに、社会福祉士と法律職専門家との権利擁護実践の相違点を確認した。以上の結果を基に成年後見制度実践を担う専門家としての社会福祉士が、如何に権利擁護を果たすべきかについて結論付けた。

２．評価
　権利擁護実践を通した視点から、権利擁護の定義および社会福祉士の専門性について考察し、社会福祉士の専門性を活かした権利擁護実践について論じた研究内容は高く評価される。

３．口頭発表（公聴会）ならびに口頭試問の評価
（１）論文中に使用されている「道徳的権利」などの用語が社会福祉の実践者にはなじみが薄く理解が困難と感じられるが、どのように伝えていくか。（回答：確かに実践者には難しい概念であると思われるが、類似する先行研究においても道徳的権利という用語が使用されていたため本論文でも使用した。社会福祉士が大切にしている社会正義や平等といった価値、あるいは、社会福祉士会が定めた倫理に合致する実践である「本人の利益の最大限の尊重」として伝えていく。）
（２）論文中に筆者は権利擁護の定義を記載したあと、「あくまでも現時点での定義」と付け加えているが、筆者が提案した権利擁護の定義を明確に示せばよいのではないか。（回答：原理的定義を示したが、社会福祉士が俎上にあげる問題は、時代背景により変化するものであると考えられるため、「あくまでも現時点での定義である」と記載した。
（３）「発見されていない権利」という表現は、筆者のオリジナルか。（回答：道徳的権利に関する秋元、高木らの論文を読み、そこからヒントを得て筆者が考えた用語である。この発見されていない権利を如何にして見つけるかが、社会福祉士の役割であると考えている。）
（４）論文のテーマの記載だと、その範囲が大きすぎる気がする。もう少し論文内容を端的に表すタイトルにすればよいのではないか。（回答：主査と再検討し、適切な表題に変更する。）
（５）対象が地域的に限定されており、調査結果に何らかのバイアスがかかるがその点はどのように解釈するか。（回答：インタビュー調査など広域調査が困難な部分もあるが、今後は広域的な調査を行い、論文で示した内容を検証したい。）
（６）社会福祉士の専門性を明確化することにより、社会福祉向上に寄与することは何か。（回答：権利擁護の定義を示したことにより、共通認識をもつことで、法的には見つけられない権利を見つけることへの認識を高めた実践が可能となる。）

４．審査結果
１）審査委員による以上の質問と指摘に対して、申請者は各質問に回答し、最終的な論文作成において具体的に対応することを述べた。
２）審査委員５名による審議において、上記指摘に対して申請者が適切に対応することを条件に全員一致で「合格」という判定が下された。
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